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公益財団法人静岡県漁業振興基金定款

第１章 総則

（名称）

第１条 この法人は、公益財団法人静岡県漁業振興基金と称する。

（事務所）

第２条 この法人は、主たる事務所を静岡県静岡市に置く。

第２章 目的及び事業

（目的）

第３条 この法人は、沿岸漁業の振興と海洋資源の培養に関する事業を行い、

もって静岡県の水産業及び県民生活の向上に寄与することを目的とする。

（事業）

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１） 漁業公害対策や漁業環境の改善等漁業の振興に関する事業

（２） 栽培漁業の推進に関する事業

（３） その他この法人の目的を達成するために必要な事業

第３章 資産及び会計

（財産の種類及び管理）

第５条 この法人の財産は、基本財産及び運用財産の２種とする。

２ 基本財産は、次に掲げるものをもって構成する。

（１） 公益法人の設立当初の財産目録中、基本財産の部に記載された財産

（２） 評議員会において運用財産から基本財産に繰り入れることを決議した財

産

（３） 基本財産とすることを指定して寄附された財産

３ 運用財産は、基本財産以外の財産とする。

４ 基本財産及び運用財産は、この法人の目的を達成するために善良な管理者

の注意をもって管理しなければならず、基本財産の一部を処分しようとする

とき及び基本財産から除外しようとするときは、あらかじめ理事会及び評議

員会の承認を要する。

（基本財産の区分）

第６条 この法人の基本財産は、漁業振興基金、栽培漁業推進基金及び法人運

営基金に区分して管理する。

２ 漁業振興基金は、第４条第１号に掲げる事業を実施するための基本財産と

する。
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３ 栽培漁業推進基金は、第４条第２号に掲げる事業を実施するための基本財

産とする。

４ 法人運営基金は、法人の運営管理のための基本財産とする。

（事業年度）

第７条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月31 日に終わる。

（事業計画及び収支予算）

第８条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込み

を記載した書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、理事長が作

成し、理事会の決議を経て、評議員会の承認を受けなければならない。これ

を変更する場合も、同様とする。

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの

間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。

（事業報告及び決算）

第９条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長

が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定時

評議員会に提出し、第１号及び第２号の書類についてはその内容を報告し、

第３号から第６号までの書類については、承認を受けなければならない。

（１） 事業報告

（２） 事業報告の附属明細書

（３） 貸借対照表

（４） 損益計算書(正味財産増減計算書)

（５） 貸借対照表及び損益計算書(正味財産増減計算書)の附属明細書

（６） 財産目録

２ 前項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲

覧に供するとともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供する

ものとする。

（１） 監査報告

（２） 理事及び監事並びに評議員の名簿

（３） 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類

（４） 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重

要なものを記載した書類

（公益目的取得財産残額の算定）

第10 条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行

規則第48 条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益

目的取得財産残額を算定し、前条第２項第４号の書類に記載するものとする。

第４章 評議員

（評議員の定数）

第11 条 この法人に評議員 9 名以上 12 名以内を置く。
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（評議員の選任及び解任）

第12 条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律第179 条から第195 条の規定に従い、評議員会において行う。

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければな

らない。

（１） 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の

総数の３分の１を超えないものであること。

イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者

ハ 当該評議員の使用人

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭そ

の他の財産によって生計を維持しているもの

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者

ヘ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生

計を一にするもの

（２） 他の同一の団体(公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の

合計数が評議員の総数の３分の１を超えないものであること。

イ 理事

ロ 使用人

ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は

管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務

を執行する社員である者

ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会

の

議員を除く。）である者

① 国の機関

② 地方公共団体

③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人

④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第

３項

に規定する大学共同利用機関法人

⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人

⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法

人であって、総務省設置法第４条第15 号の規定の適用を受けるものを

いう。）又は認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立

に関し行政官庁の認可を要する法人をいう。）

（評議員の任期）

第13 条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとする。

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、

退任した評議員の任期の満了する時までとする。

３ 評議員は、第11 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞

任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員と

しての権利義務を有する。
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（評議員の報酬等）

第14 条 評議員は、無報酬とする。

２ 評議員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができ

る。

第５章 評議員会

（構成）

第15 条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。

（議長）

第16 条 評議員会の議長は、その評議員会において、出席した評議員の中から

選出する。

（権限）

第17 条 評議員会は、次の事項について決議する。

（１） 理事及び監事の選任又は解任

（２） 理事の報酬等の額

（３） 貸借対照表及び損益計算書(正味財産増減計算書)の承認

（４） 定款の変更

（５） 残余財産の処分

（６） 基本財産の処分又は除外の承認

（７） その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた

事項

（開催）

第18 条 評議員会は、定時評議員会として毎年度５月に１回開催するほか、必

要がある場合に、臨時評議員会として開催する。

（招集）

第19 条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基

づき理事長が招集する。

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示

して、評議員会の招集を請求することができる。

（決議）

第20 条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除

く評議員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有

する評議員を除く評議員の 4 分の 3 以上に当たる多数をもって行わなければ

ならない。

（１） 監事の解任

（２） 定款の変更

（３） 基本財産の処分又は除外の承認
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（４） その他法令で定められた事項

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第 1

項の決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第22 条

に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数

の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。

（議事録）

第21 条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作

成する。

２ 出席した評議員及び理事は、前項の議事録に記名押印する。

第６章 役員

（役員の設置）

第22 条 この法人に、次の役員を置く。

（１） 理事 ６名以上12 名以内

（２） 監事 ３名以内

２ 理事のうち 1 名を理事長とする。

３ 理事長以外の理事のうち、１名を常務理事とする。

４ 前項の理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の

代表理事とし、常務理事をもって同法第91 条第１項第２号の業務執行理事と

する。

（役員の選任）

第23 条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。

２ 理事長及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。

（理事の職務及び権限）

第24 条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、

職務を執行する。

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、

その業務を執行し、常務理事は、理事会において別に定めるところにより、

この法人の業務を分担執行する。

３ 理事長及び常務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自

己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。

（監事の職務及び権限）

第25 条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監

査報告を作成する。

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人

の業務及び財産の状況の調査をすることができる。

（役員の任期）

第26 条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までとする。
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２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとする。

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時

までとする。

４ 理事又は監事は、第 22 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満

了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお

理事又は監事としての権利義務を有する。

（役員の解任）

第27 条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議に

よって解任することができる。

（１） 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。

（２） 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。

（役員の報酬等）

第28 条 理事長及び常務理事に対しては、評議員会において別に定める総額の

範囲内で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定し

た額を報酬等として支給することができる。

２ 理事及び監事に対しては、その職務を行うために要する費用の支払いをす

ることができるほか、評議員会において別に定める基準の範囲内で退職慰労

金を支給することができる。

第７章 理事会

（構成）

第29 条 理事会は、すべての理事をもって構成する。

（開催）

第30 条 理事会は、毎事業年度２回以上開催する。

２ 理事会は、次のいずれかに該当するとき開催する。

（１） 理事長が必要と認めたとき。

（２） 理事又は監事から会議の目的である事項を示して開催の請求があったと

き。

（権限）

第31 条 理事会は、次の職務を行う。

（１） この法人の業務執行の決定

（２） 理事の職務の執行の監督

（３） 理事長及び常務理事の選定及び解職

（招集）

第32 条 理事会は、理事長が招集する。

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招

集する。
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（決議）

第33 条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理

事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

２ 前項の規定にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第

197 条において準用する同法第96 条の要件を満たしたときは、理事会の決議

があったものとみなす。

（議事録）

第34 条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成

する。

２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。

第８章 事務局

（設置等）

第35 条 この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。

３ 事務局長及び職員は、理事長が理事会の承認を経て任免する。

第９章 定款の変更及び解散

（定款の変更）

第36 条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。

２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第12 条についても適用する。

（解散）

第37 条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功

の不能その他法令で定められた事由によって解散する。

（公益認定の取消し等に伴う贈与）

第38 条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法

人が消滅する場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除

く。）には、評議員会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の

財産を、当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から１箇月以内に、公

益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第17 号に掲げる

法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。

（残余財産の帰属）

第39 条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決

議を経て、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第17

号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。

第10 章 公告の方法
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（公告の方法）

第40 条 この法人の公告は、電子公告により行う。

２ 事故その他のやむを得ない事由によって前項の電子公告をすることがで

きない場合は、静岡県において発行する静岡新聞に掲載する方法による。

附 則

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法

人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律第106 条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行す

る。

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律第106 条第１項に定める特例民法法人の解散の登記と公益法人の設立の登

記を行ったときは、第７条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事

業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。

３ この法人の最初の理事長は、橋ヶ谷善生とする。

４ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。

新藤康晴、内田 直、荒川邦夫、真野 稔、外山廣文、宮城島昌典、西川德

市、谷澤輝雄、久米 勇、石津敏夫、永谷錬史、望月孝夫、大石雅章、山下

久雄、守屋司子、鈴木伸洋、影山佳之、鈴木雄策

附 則

1 この定款は、令和４年５月の定時評議員会の終結後から施行する。



事業
年度

自 令和7年4月1日 法人コード A003894

至 令和8年3月31日 法人名
公益財団法人静岡県漁業振
興基金

役員等名簿

１．評議員（公益財団法人の場合のみ）

フリガナ（姓/名） 氏名（姓/名）
常勤
非常勤 13 13

エンドウ テツヤ 遠藤 哲也 非常勤 1 1

オカベ ムネユキ 岡部 宗由 非常勤 1 1

シオザキ トシミ 塩崎 敏巳 非常勤 1 1

サツカワ カズヨシ 薩川 一義 非常勤 1 1

スギヤマ ヒロミ 杉山 裕巳 非常勤 1 1

アツミ サトシ 渥美 敏 非常勤 1 1

ワタナベ シゲヒコ 渡邉 成彦 非常勤 1 1

ハタケヤマ ヒロアキ 畠山 広明 非常勤 1 1

フジタ ケイイチ 藤田 圭一 非常勤 1 1

モリヤ ノリコ 守屋 司子 非常勤 1 1

アキヤマ ノブヒコ 秋山 信彦 非常勤 1 1

コイズミ コウジ 小泉 康二 非常勤 1 1

1 1

２．理事

代表理事・外部理事は、その者の「代表理事」「外部理事」の欄に「レ」を記載してください。 

フリガナ（姓/名） 氏名（姓/名）
常勤
非常勤

代表
理事

外部
理事 10

ヤブタ クニユキ 薮田 国之 非常勤 レ 1

ヨシノ アキヒロ 吉野 晃博 非常勤 1

オオイシ タツヤ 大石 達也 非常勤 1

キクチ ケンジ 菊地 賢次 非常勤 1

カトウ キクオ 加藤 紀久夫 非常勤 1

タカダ ヨシタカ 髙田 義孝 非常勤 1

ハシガヤ タケオ 橋ケ谷 長生 非常勤 1

アンマ ヒデオ 安間 英雄 非常勤 1

アオキ カツナガ 青木 一永 常勤 1

1

３．監事

外部監事は、その者の「外部監事」の欄に「レ」を記載してください。

フリガナ（姓/名） 氏名（姓/名）
常勤
非常勤

外部
監事 3

モリ ノリヨシ 森 訓由 非常勤 1
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マツウラ ミツノリ 松浦 光紀 非常勤 1

1
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第１ 令和７年度事業計画 

１ 事業方針 

 

令和元年に、長期資産運用計画の策定、漁業振興基金と栽培基金の配分比の変更、

漁業振興公害対策事業（助成事業）の予算変更を行い、事業が長期にわたり継続で 

きるようにした。現在、大きな状況変化がないため本年度も昨年度と同規模の事業 

を行う。 

 

 

 

漁業振興公害対策事業（助成事業） 

 

現時点で、状況の大きな変化はないことから、本年度は昨年度と同額予算とする。 

（漁協への補助を行う地域振興事業で 7,000千円） 

 

 

 

栽培漁業推進事業（放流事業） 

 

これまで、中間育成に使用する餌代が高騰して大きな問題となっていた。しかし、

令和５年度から始まった第８次栽培基本計画では放流目標は 10～15％程度削減された

ため、購入する種苗費を削減し、委託の増額を行い、事業が継続できた。 

一方、中国の景気後退から、餌の原料となる魚粉の価格が下落傾向にあることから、

本年度は飼料代が落ち着く見通しである。 

しかし、資材の値上げは続いており、特に中間育成に使うイケスは作製する業者が

県内に１つしかなく、今後は新しく発注する際には多額の費用が懸念される。 

 

 

 

財産運用 

 

所有する債券で満期が集中する 2033年～2035年償還のものは、本年度も逐次、 

買い替えを行い、満期日を分散させることにより、リスク低減を図る。 

 

 



2 
 

２ 事業計画 

１ 漁業振興公害対策事業（補助事業） 

(1)広域振興事業 

広域振興事業は、重要魚種増殖対策、磯焼け対策、漁業開発調査指導事業、漁

業者等育成事業等について、令和６年度と同程度の補助をする。また、災害対策、

突発的な事案についても予算範囲内で対応する。 

(2)地域振興事業 

地域振興事業は、これまでと同様に、漁業振興対策、公害対策、漁業環境保全

対策に関する事業を対象とし年度明け早々に募集を各漁協に通知する。採択は外

部委員を含めた審査委員会で判断する。事業予算は、令和６年度と同額の 700 万

円とする。 

 

   事業メニュー 

区  分 地 域 振 興 事 業 広 域 振 興 事 業 

① 漁業振興対策 種苗放流 

漁業施設整備 

漁港関連整備 

漁業資源調査 

重要魚種増殖対策 

磯焼け対策    

② 漁業公害対策 漁場監視対策 

公害対策関連 

公害対策等 

③ 漁業環境保全対策 漁業被害防除対策 

漁場等清掃 

広域的海岸清掃等 

地先漁場保全対策 

④ 教育広報  漁業者等育成 

広報 

     

令和７年度の広域振興事業 

事業種目 内容 実施主体 

漁業振興対策 サクラエビ産卵量調査 桜えび組合 

漁業振興対策 磯焼け対策 榛南磯焼け対策協議会 

教育広報 広報誌刊行 漁連 

漁業環境保全対策 浜名湖清掃活動 浜名湖をきれいにする会 

漁業開発調査事業 水揚げ調査、資源管理 漁連 

教育広報 青壮年部、女性部の活動補助 漁連 
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２ 栽培漁業推進事業（放流事業） 

指定法人が行なう放流効果実証事業として、マダイ放流事業及びヒラメ放流事

業を実施し、漁業生産の増大に係る経済効果を実証するとともにその成果を普及

する。 

 

(1) マダイ放流事業 

令和５年度から始まった県の第８次静岡県栽培漁業基本計画※に従い、７年度

も同内容で実施する。 

マダイ放流事業では、伊豆・中部・榛南の３海域において合計 1,370 千尾の種

苗を中間育成し、900千尾を放流することを目標とする。 

 

※第８次静岡県栽培漁業基本計画 令和5～8年度※ 

 

 

令和７年度 マダイ地域別 中間育成・放流計画 （千尾） 

対象海域 伊豆 中部 榛南 合計 

中間育成場 網代 田子 内浦 計 小川 地頭方 ― 

中間育成尾数 347 192 231 770 170 430 1,370 

放流尾数 228 127 152 507 112 281 900 

 

  

放流対象海域 相模灘 駿河湾東部 駿河湾奥部 駿河湾西部 

放 流 場 所            伊豆東海岸 

地先 

伊豆西海岸 

地先 

中央部海岸 

地先 

榛南海岸 

地先 

放流尾数(年間) 228 千尾 279 千尾 112 千尾 281 千尾 

放 流 時 期 7～9 月 7～9 月 7～9 月 7～9 月 

放 流 サ イ ズ 尾叉長 60 ㎜ 尾叉長 60 ㎜ 尾叉長 60 ㎜ 尾叉長 60 ㎜ 
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(2) ヒラメ放流事業 

第８次静岡県栽培漁業基本計画の放流目標は 280千尾となった。 

７年度も、地元の意向により榛南・沼津の２海域において合計 480 千尾の種苗

を中間育成し、320千尾を放流することを目標とする。 

 

第８次静岡県栽培漁業基本計画 令和5～8年度 

 

 

 

 

 

令和７年度 ヒラメ地域別中間育成・放流計画            

対象海域 榛南 沼津市 合計 

事業名 
資源増大推進

普及事業 

地域栽培推

進事業 
計 ― ― 

中間育成場 温水センター ― 内浦 ― 

中間育成尾数（千尾） 220 200 420 60 480 

放流尾数（千尾） 147 133 280 40 320 

放流時体長（㎜） 60 60 ― 60  

実施時期 ４～６月 ― ４～５月 ― 

 

 

３ 法人運営事業 

漁業振興公害対策事業及び栽培漁業推進事業を実施するために必要な法人の運営

管理を行う。理事会を原則として５月に１回、12 月～２月に２回の計３回、評議員

会を原則として５月に開催する。また、必要がある場合は臨時に理事会・評議員会

を開催する。 

 

放流対象海域 駿河湾東部 駿河湾西部 

放 流 場 所            内浦湾･戸田湾内 榛南海岸地先 

放流尾数(年間)  35 千尾 245 千尾 

放 流 時 期 5～8 月 5～8 月 

放 流 サ イ ズ 全 長 60 ㎜ 全 長 60 ㎜ 



 

漁業振興公害対策事業 栽培漁業推進事業 小　計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

  　①基本財産運用収入

基本財産利息収入 9,472,000 27,545,000 37,017,000 5,116,000 42,133,000

  　②補助金収入　　　　　　　 

県費補助金収入 0 4,160,000 4,160,000 0 4,160,000

　　③負担金収入　　　　　　　 

市町村負担金収入 0 9,507,000 9,507,000 0 9,507,000

漁業者負担金収入 0 12,091,000 12,091,000 0 12,091,000

漁港漁場協会負担金収入 0 190,000 190,000 0 190,000

　　④寄付金収入　　　　　　　 

受取寄付金 0 300,000 300,000 0 300,000

　　⑤協力金収入　　　　　　　 

遊漁者協力金収入 0 396,000 396,000 0 396,000

  　⑥雑収入　　　　　　　 

受 取 利 息 18,000 31,000 49,000 14,000 63,000

  　⑦引当金取崩額　　　　　　 

役員退職慰労金引当金取崩額 0 0 0 0 0

9,490,000 54,220,000 63,710,000 5,130,000 68,840,000

　（２）経常費用

  　①事業費

役 員 報 酬 1,609,200 2,682,000 4,291,200 4,291,200

給 料 手 当 813,000 813,000 1,626,000 1,626,000

福 利 厚 生 費 384,000 512,000 896,000 896,000

旅 費 交 通 費 24,400 722,200 746,600 746,600

会 議 費 10,000 271,000 281,000 281,000

通 信 運 搬 費 78,000 152,000 230,000 230,000

消 耗 備 品 費 22,800 1,086,400 1,109,200 1,109,200

図 書 印 刷 費 61,500 445,000 506,500 506,500

諸 会 費 0 300,000 300,000 300,000

水 道 光 熱 費 0 0 0 0

賃 借 料 0 0 0 0

雑 費 17,100 228,800 245,900 245,900

助 成 金 8,810,000 0 8,810,000 8,810,000

諸 謝 金 0 580,000 580,000 580,000

委 託 費 0 19,022,000 19,022,000 19,022,000

種 苗 購 入 費 0 24,465,000 24,465,000 24,465,000

種 苗 運 搬 費 0 953,000 953,000 953,000

施 設 整 備 費 0 4,000,000 4,000,000 4,000,000

負 担 金 0 100,000 100,000 100,000

　　　事 業 費 計 11,830,000 56,332,400 68,162,400 68,162,400
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合　　計

　　経常収益計

　　科　　　　目　　　　
公益法人目的事業会計 収益

事業
等会計

法人会計
内部
取引
消去

　 第２　 令和７年度 収支予算書総括表

令和７年４月１日から令和８年３月３１日   公益財団法人静岡県漁業振興基金   (単位:円)



収益事業 内部取引

漁業振興公害対策事業 栽培漁業推進事業 小　計 等会計 消去

　　②管理費　　　　　　　　

役 員 報 酬 1,072,800 1,072,800

給 料 手 当 1,084,000 1,084,000

福 利 厚 生 費 384,000 384,000

旅 費 交 通 費 421,400 421,400

会 議 費 95,000 95,000

通 信 運 搬 費 392,000 392,000

消 耗 備 品 費 22,800 22,800

図 書 印 刷 費 61,500 61,500

諸 会 費 246,000 246,000

水 道 光 熱 費 331,000 331,000

賃 借 料 857,000 857,000

雑 費 197,100 197,100

役員退職慰労金 0 0

　　　管 理 費 計 5,164,600 5,164,600

　　③引当金繰入額　　　　　　

賞与引当金繰入額 33,000 33,000 66,000 44,000 110,000

役員退職慰労金引当金繰入額 0 0 0 160,000 160,000

　　　引 当 金 計 33,000 33,000 66,000 204,000 270,000

　経常費用計　　　 11,863,000 56,365,400 68,228,400 5,368,600 73,597,000

　当期経常増減額 △ 2,373,000 △ 2,145,400 △ 4,518,400 △ 238,600 △ 4,757,000

　当期一般正味財産増減額 △ 2,373,000 △ 2,145,400 △ 4,518,400 △ 238,600 △ 4,757,000

　一般正味財産期首残高 11,412,964 32,829,128 44,242,092 5,346,437 49,588,529

　一般正味財産期末残高 9,039,964 30,683,728 39,723,692 5,107,837 44,831,529

Ⅱ 指定正味財産増減の部

　指定正味財産期首残高 938,424,050 1,943,708,744 2,882,132,794 413,342,358 3,295,475,152

　指定正味財産期末残高 938,424,050 1,943,708,744 2,882,132,794 413,342,358 3,295,475,152

947,464,014 1,974,392,472 2,921,856,486 418,450,195 3,340,306,681Ⅲ 正味財産期末残高
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　　科　　　　目　　　　
公益法人目的事業会計

法人会計 合　　計


	01理事監事.pdfから挿入したしおり
	558430_01_1003229.pdfから挿入したしおり
	オフライン様式（本編） - 変更届出書
	登記事項証明書
	オフライン様式（本編） - 就任_退任役員等名簿
	オフライン様式（本編） - 役員等名簿
	オフライン様式（本編） - 閲覧用名簿
	オフライン様式（本編） - 確認書_注意事項


	r6jigyouhoukoku.pdfから挿入したしおり
	申請書類一式.pdfから挿入したしおり
	オフライン様式（本編） - 事業報告等に係る提出書
	財産目録
	オフライン様式（本編） - 役員等名簿
	オフライン様式（本編） - 閲覧用名簿
	理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給の基準を記載した書類
	貸借対照表及びその附属明細書
	損益計算書及びその附属明細書
	事業報告及びその附属明細書
	監査報告（及び会計監査報告）
	オフライン様式（本編） - 2-1(財団)
	オフライン様式（本編） - 2-事業活動
	オフライン様式（本編） - A(1)
	オフライン様式（本編） - B(1)
	オフライン様式（本編） - B(5)
	オフライン様式（本編） - C(1)
	オフライン様式（本編） - C(2)
	別表Ｃ（３）　公益目的保有財産配賦計算表
	別表Ｆ（１）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当）
	別表Ｆ（２）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当以外の経費）
	オフライン様式（本編） - H(1)
	オフライン様式（本編） - H(2)
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書


	申請書類一式.pdfから挿入したしおり
	オフライン様式（本編） - 事業報告等に係る提出書
	財産目録
	オフライン様式（本編） - 役員等名簿
	オフライン様式（本編） - 閲覧用名簿
	理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給の基準を記載した書類
	貸借対照表及びその附属明細書
	損益計算書及びその附属明細書
	事業報告及びその附属明細書
	監査報告（及び会計監査報告）
	オフライン様式（本編） - 2-1(財団)
	オフライン様式（本編） - 2-事業活動
	オフライン様式（本編） - A(1)
	オフライン様式（本編） - B(1)
	オフライン様式（本編） - B(5)
	オフライン様式（本編） - C(1)
	オフライン様式（本編） - C(2)
	別表Ｃ（３）　公益目的保有財産配賦計算表
	別表Ｆ（１）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当）
	別表Ｆ（２）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当以外の経費）
	オフライン様式（本編） - H(1)
	オフライン様式（本編） - H(2)
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書

	申請書類一式.pdfから挿入したしおり
	オフライン様式（本編） - 事業報告等に係る提出書
	財産目録
	オフライン様式（本編） - 役員等名簿
	オフライン様式（本編） - 閲覧用名簿
	理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給の基準を記載した書類
	貸借対照表及びその附属明細書
	損益計算書及びその附属明細書
	事業報告及びその附属明細書
	監査報告（及び会計監査報告）
	オフライン様式（本編） - 2-1(財団)
	オフライン様式（本編） - 2-事業活動
	オフライン様式（本編） - A(1)
	オフライン様式（本編） - B(1)
	オフライン様式（本編） - B(5)
	オフライン様式（本編） - C(1)
	オフライン様式（本編） - C(2)
	別表Ｃ（３）　公益目的保有財産配賦計算表
	別表Ｆ（１）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当）
	別表Ｆ（２）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当以外の経費）
	オフライン様式（本編） - H(1)
	オフライン様式（本編） - H(2)
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書

	申請書類一式.pdfから挿入したしおり
	オフライン様式（本編） - 事業報告等に係る提出書
	財産目録
	オフライン様式（本編） - 役員等名簿
	オフライン様式（本編） - 閲覧用名簿
	理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給の基準を記載した書類
	貸借対照表及びその附属明細書
	損益計算書及びその附属明細書
	事業報告及びその附属明細書
	監査報告（及び会計監査報告）
	オフライン様式（本編） - 2-1(財団)
	オフライン様式（本編） - 2-事業活動
	オフライン様式（本編） - A(1)
	オフライン様式（本編） - B(1)
	オフライン様式（本編） - B(5)
	オフライン様式（本編） - C(1)
	オフライン様式（本編） - C(2)
	別表Ｃ（３）　公益目的保有財産配賦計算表
	別表Ｆ（１）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当）
	別表Ｆ（２）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当以外の経費）
	オフライン様式（本編） - H(1)
	オフライン様式（本編） - H(2)
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書

	申請書類一式.pdfから挿入したしおり
	オフライン様式（本編） - 事業報告等に係る提出書
	財産目録
	オフライン様式（本編） - 役員等名簿
	オフライン様式（本編） - 閲覧用名簿
	理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給の基準を記載した書類
	貸借対照表及びその附属明細書
	損益計算書及びその附属明細書
	事業報告及びその附属明細書
	監査報告（及び会計監査報告）
	オフライン様式（本編） - 2-1(財団)
	オフライン様式（本編） - 2-事業活動
	オフライン様式（本編） - A(1)
	オフライン様式（本編） - B(1)
	オフライン様式（本編） - B(5)
	オフライン様式（本編） - C(1)
	オフライン様式（本編） - C(2)
	別表Ｃ（３）　公益目的保有財産配賦計算表
	別表Ｆ（１）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当）
	別表Ｆ（２）　各事業に関連する費用額の配賦計算表（役員報酬・給料手当以外の経費）
	オフライン様式（本編） - H(1)
	オフライン様式（本編） - H(2)
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書
	滞納処分に係る国税の確認書及び地方税の納税証明書


